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政府管掌年金事業は、厚生労働大臣がその財政責任・管理運営責任を担う一方で、厚生

労働大臣から委任・委託を受け、日本年金機構（以下「機構」という。）がその直接的な

監督の下で公的年金に関する一連の運営業務（適用・徴収・記録管理・相談等）を担って

います。 

年金指導課では、国（厚生労働省）が管理運営を行う必要があるとされた以下の業務を

行っています。 

 

（１） 日本年金機構が行う滞納処分等の認可に関する業務 

 

① 概要 

保険料を滞納している厚生年金保険等の適用事業所や国民年金の被保険者に対

し、機構が滞納処分等（差押や財産調査等）を行う場合は、事前に厚生労働大臣（地

方厚生局長へ委任）の認可が必要とされています。 

また、機構が滞納処分等を行った場合は、その結果を厚生労働大臣（地方厚生局

長へ委任）に報告しなければならないとされています。 

年金指導課では、機構から滞納処分等に係る認可申請があった場合、当該申請の

審査と認可を行うとともに、機構から滞納処分等の実施結果に係る報告を受け、当

該報告の内容確認を行っています。 

 

② 実績 

 制度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

認可件数 
厚生年金   253,755 件 302,216 件 276,327 件 

国民年金  7,443 件 10,633 件 13,789 件 

 

 制度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

実施結果 

報告件数 

厚生年金 15,387 件 16,091 件 19,537 件 

国民年金   5,413 件 5,368 件 8,710 件 

  

 

（２）日本年金機構の理事長が任命する徴収職員及び収納職員の認可に関する業務 
 

① 概要 

滞納処分等を行う「徴収職員」や厚生年金保険料等の収納事務を行う「収納職員」

の任命は機構理事長が行いますが、その任命に当たっては、事前に厚生労働大臣（地

方厚生局長へ委任）の認可が必要とされています。 

年金指導課では、機構から「徴収職員」や「収納職員」に係る認可申請があった

場合、当該申請の審査と認可を行っています。 

 

② 実績 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

認可人数 208 人 174 人 174 人 

３ 年 金 指 導 課  



- 15 - 

 

（３）日本年金機構が行う立入検査等の認可に関する業務 

① 概要 

機構が立入検査等（厚生年金保険等の未適用事業所への加入指導・立入調査又は

適用事業所への事業所調査）を行う場合は、事前に厚生労働大臣（地方厚生局長へ

委任）の認可が必要とされています。年金指導課では、機構から立入検査等に係る

認可申請があった場合、当該申請の審査と認可を行っています。 

 

② 実績 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

認可件数 188,440 件 171,465 件   174,505 件 

 

 

（４）日本年金機構が行う受給権者調査等の認可に関する業務 

① 概要 

機構が受給権者調査等（年金受給権者や被保険者に対する調査等）を行う場合は、

事前に厚生労働大臣（地方厚生局長へ委任）の認可が必要とされています。 

年金指導課では、機構から受給権者調査等に係る認可申請があった場合、当該申

請の審査と認可を行っています。 

 

② 実績 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

認可件数 52 件 32 件 33 件 

 

 

（５）厚生年金保険料等の納付の猶予に関する業務 

① 概要 

厚生年金保険料等については、納付義務者が災害等により、その財産について相

当な損失を受けた場合において、その納付すべき保険料等を一時に納付することが

できないと認められる場合等には、その保険料等の納付が猶予されます。 

年金指導課では、厚生年金保険料等の納付の猶予の申請を機構が受付けた場合、

当該申請の審査と許可を行っています。 

 

② 実績                             

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

許可件数 0 件 0 件 0 件 

不許可件数 0 件 0 件 1 件 

 


